
社会福祉事業法人単位資金収支計算書
(自) 令和 7年 4月 1日 (至) 令和 8年 3月31日

第一号第一様式（第十七条第四項関係）

  Page:   1事業・拠点   [0001:社会福祉事業]

(単位：円)

勘　定　科　目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B)
0165 介護保険事業収入   687,574,000   691,621,953    -4,047,953

収 0262 生計困難者に対する相談支援事業収入        50,000         8,742        41,258
事 0200 受取利息配当金収入       471,000       485,163       -14,163
業 入 0201 その他の収入       391,000       727,653      -336,653
活     事業活動収入計(1)   688,486,000   692,843,511    -4,357,511
動 0129 人件費支出   497,051,000   493,949,874     3,101,126
に 支 0130 事業費支出    90,426,000    87,293,423     3,132,577
よ 0131 事務費支出    48,004,000    44,090,896     3,913,104
る 0260 生計困難者に対する相談支援事業費支出        50,000         8,742        41,258
収 出 0137 支払利息支出       145,000       137,887         7,113
支 0138 その他の支出       514,000       271,357       242,643

    事業活動支出計(2)   636,190,000   625,752,179    10,437,821
事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)    52,296,000    67,091,332   -14,795,332

施 収 0204 施設整備等補助金収入     1,360,000     1,360,000
設 入     施設整備等収入計(4)     1,360,000     1,360,000
整 0143 設備資金借入金元金償還支出     9,754,000     9,752,400         1,600
備 支 0144 固定資産取得支出     5,375,000     4,981,210       393,790
等
に
よ 出
る
収     施設整備等支出計(5)    15,129,000    14,733,610       395,390
支 施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)   -13,769,000   -13,373,610      -395,390
そ 収 0214 積立資産取崩収入     1,370,000     4,235,770    -2,865,770
の 0222 拠点区分間繰入金収入    10,500,000     9,511,205       988,795
他 入 0223 サービス区分間繰入金収入     9,550,000     9,550,000
の     その他の活動による収入計(7)    21,420,000    13,746,975     7,673,025
活 0152 積立資産支出     4,691,000     4,258,450       432,550
動 支 0160 拠点区分間繰入金支出    10,500,000     9,511,205       988,795
に 0161 サービス区分間繰入金支出     9,550,000     9,550,000
よ 出
る
収     その他の活動支出計(8)    24,741,000    13,769,655    10,971,345
支 その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)    -3,321,000       -22,680    -3,298,320
予備費支出(10)

     ―

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)    35,206,000    53,695,042   -18,489,042

前期末支払資金残高(12)   287,325,559   287,325,559
当期末支払資金残高(11)+(12)   322,531,559   341,020,601   -18,489,042



法人単位事業活動計算書
(自) 令和 7年 4月 1日 (至) 令和 8年 3月31日

第二号第一様式（第二十三条第四項関係）

  Page:   1事業・拠点   [0001:社会福祉事業]

(単位：円)

勘　定　科　目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)
サ 収 0056 介護保険事業収益   691,621,953   659,166,020    32,455,933
｜ 益 0258 生計困難者に対する相談支援事業収益         8,742         8,742
ビ     サービス活動収益計(1)   691,630,695   659,166,020    32,464,675
ス 0015 人件費   492,279,324   493,001,350      -722,026
活 費 0016 事業費    87,293,423    88,149,947      -856,524
動 0017 事務費    44,090,896    46,749,015    -2,658,119
増 0256 生計困難者に対する相談支援事業費         8,742         8,742
減 用 0027 減価償却費    32,164,409    32,409,591      -245,182
の 0028 国庫補助金等特別積立金取崩額    -6,631,990    -6,749,990       118,000
部     サービス活動費用計(2)   649,204,804   653,559,913    -4,355,109

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2)    42,425,891     5,606,107    36,819,784
サ 収 0093 受取利息配当金収益       485,163       120,216       364,947
｜ 益 0098 その他のサービス活動外収益       727,653       878,044      -150,391
ビ     サービス活動外収益計(4)     1,212,816       998,260       214,556
ス 0033 支払利息       137,887       254,998      -117,111
活 費 0038 その他のサービス活動外費用       271,357       634,811      -363,454
動
外
増 用
減
の     サービス活動外費用計(5)       409,244       889,809      -480,565
部 サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5)       803,572       108,451       695,121
経常増減差額(7)=(3)+(6)    43,229,463     5,714,558    37,514,905
特 収 0100 施設整備等補助金収益     1,360,000     1,360,000
別 益 0111 その他の特別収益       381,570     2,111,903    -1,730,333
増     特別収益計(8)     1,741,570     2,111,903      -370,333
減 費 0044 国庫補助金等特別積立金積立額     1,360,000     1,360,000
の 用     特別費用計(9)     1,360,000     1,360,000
部 特別増減差額(10)=(8)-(9)       381,570     2,111,903    -1,730,333
当期活動増減差額(11)=(7)+(10)    43,611,033     7,826,461    35,784,572
繰 前期繰越活動増減差額(12)   335,802,154   327,975,693     7,826,461
越 当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12)   379,413,187   335,802,154    43,611,033
活 基本金取崩額(14)
動 その他の積立金取崩額(15)
増 その他の積立金積立額(16)
減
差
額
の
部 次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16)   379,413,187   335,802,154    43,611,033



法人単位貸借対照表
令和 8年 3月31日現在

第三号第一様式（第二十七条第四項関係）

  Page:   1事業・拠点   [0001:社会福祉事業]

(単位：円)

資    産    の    部
当年度末 前年度末 増    減

負    債    の    部
当年度末 前年度末 増    減

0001 流動資産   381,071,059   324,754,224    56,316,835 0006 流動負債    66,655,958    68,845,265    -2,189,307
  1111 現金預金   273,543,049   222,764,228    50,778,821   2112 事業未払金    39,732,513    37,107,520     2,624,993
  1131 事業未収金   100,282,305    99,779,465       502,840   2113 その他の未払金       312,840       316,040        -3,200
  1133 未収補助金     5,237,400     5,237,400   2122 1年以内返済予定設備資金借入金     7,016,100     9,752,400    -2,736,300
  1141 貯蔵品     2,008,305     2,132,911      -124,606   2132 預り金         5,105         5,105
  1161 立替金        77,620       -77,620   2152 賞与引当金    19,589,400    21,664,200    -2,074,800
0002 固定資産   516,701,193   543,893,712   -27,192,519 0007 固定負債    30,276,280    37,301,700    -7,025,420
 0003 基本財産   351,565,659   370,813,271   -19,247,612   2311 設備資金借入金     7,016,100    -7,016,100
  1211 土地   113,895,360   113,895,360   2321 退職給付引当金    30,276,280    30,285,600        -9,320
  1212 建物   236,670,299   255,917,911   -19,247,612 負債の部合計    96,932,238   106,146,965    -9,214,727
  1221 定期預金     1,000,000     1,000,000                                   純  資  産  の  部                                  
 0004 その他の固定資産   165,135,534   173,080,441    -7,944,907 0009 基本金   339,709,555   339,709,555
  1311 土地    35,821,362    35,821,362   3111 基本金   339,709,555   339,709,555
  1312 建物     6,280,417     6,958,185      -677,768 0010 国庫補助金等特別積立金    81,717,272    86,989,262    -5,271,990
  1313 構築物    74,800,955    81,972,791    -7,171,836   3211 国庫補助金等特別積立金    81,717,272    86,989,262    -5,271,990
  1315 車輌運搬具     2,819,321     2,512,988       306,333 0012 次期繰越活動増減差額   379,413,187   335,802,154    43,611,033
  1316 器具及び備品    10,818,189    10,229,655       588,534   3311 次期繰越活動増減差額   379,413,187   335,802,154    43,611,033
  1321 権利       273,000       273,000   3312 （うち当期活動増減差額）    43,611,033     7,826,461    35,784,572
  1322 ソフトウェア     3,382,500     4,372,500      -990,000
  1324 投資有価証券       100,000       100,000
  1329 退職給付引当資産    30,276,280    30,285,600        -9,320
  1341 その他の固定資産       563,510       554,360         9,150 純資産の部合計   800,840,014   762,500,971    38,339,043

資産の部合計   897,772,252   868,647,936    29,124,316 負債及び純資産の部合計   897,772,252   868,647,936    29,124,316



法人名：

１．継続事業の前提に関する注記
　　　該当なし

２．重要な会計方針
　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　該当なし
　(2) 固定資産の減価償却の方法
　　　　・建物・車輛運搬具・構築物・器具及び備品・無形固定資産（内償却可のもの）＝定額法による。
　　　　・リース資産
　　　　　所有権移転ファイナンス・リース＝通常の減価償却方法と同一による。
　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース＝リース期間を耐用年数として残存価格を０とし定額法による。
　(3) 引当金の計上基準
　　　　賞与引当金＝夏季賞与の対象と期間となる前年12月から3月までの4ヶ月分の見込み額を計上。
　　　　退職給付引当金＝県共助会に法人が負担した金額の累計額を計上。

３．重要な会計方針の変更
　　　　該当なし

４．法人で採用する退職給付制度
　　　　職員の退職金の支給に備えるため、埼玉県社会福祉事業共助会の退職共済制度に加入しております。
　　　　退職給付引当資産及び退職給付引当金は、掛金累計額で計上しています。

５．法人が作成する計算関係書類と拠点区分、サービス区分
　　　　当法人の作成する計算関係書類は以下のとおりになっている。
　(1) 法人全体の計算書類(第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式)
　(2) 事業区分別内訳表(第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式）
　　　　・当法人では、社会福祉事業のみ実施しているため作成しない。
　(3) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
　(4) 公益事業における拠点区分別内訳表(第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
　　　　・当法人では全て社会福祉事業に含めているため作成なし。
　(5) 各拠点区分におけるサービス区分の内容

　ア　ももよの丘拠点（社会福祉事業）
『法人本部』
『特別養護老人ホームももよの丘』
『ももよの丘デイサービスセンター』
『短期入所生活介護』
『居宅介護支援事業所』
『ヘルパーステーションももよの丘』
『生活困難者に対する相談支援事業』

　イ　なごみの家拠点（社会福祉事業）
『グループホームなごみの家』

　ウ　いこいの郷拠点（社会福祉事業）
『グループホームいこいの郷』

　エ　つどいの杜拠点（社会福祉事業）
『グループホームつどいの杜』

６．基本財産の増減の内容及び金額
　　　　基本財産の増減の内容及び金額は以下の通りである。

建物

計算書類に対する注記（法人全体用）

社会福祉法人　希望の里

土地 113,895,360 0 0 113,895,360
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

（単位：円）

255,917,911 0 19,247,612 236,670,299

19,247,612 351,565,659合　計 370,813,271 0
定期預金 1,000,000 0 0 1,000,000

1 / 2 ページ



７．会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金

　　又は国庫補助金等特別積立金の取崩し
　・基準第3章第4（4）・（6）に属する国庫補助金等特別積立金及び基本金の取崩しは該当なし。

８．担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。

　土地（基本財産） 円

　建物（基本財産） 円

円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

　設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 円

円

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下の通りである。

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
該当なし

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

１２．関連当事者との取引の内容
該当なし

１３．重要な偶発債務
該当なし

１４．重要な後発債務
該当なし

１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産
　　　の状態を明らかにするために必要な事項

・積立仕訳による資金収支計算書と貸借対照表との金額の整合性不一致について
資金収支計算書上の積立資産支出4,258,450円と積立資産取崩収入4,235,770円の差額-22,680円
に対し貸借対照表上の退職給付引当金増減額は-9,320円と32,000円の差異が発生している。
これは、共助会加入後1年未満で退職した職員の取崩32,000円の仕訳にあたり
支払資金の発生を伴わない仕訳をした為である。
※上記処理の根拠は、「社会福祉法人新会計基準における退職給付会計の概要（新基準　第４章
３、新基準注解（注１９）、運用指針２０（２））」及び埼玉県社会福祉事業共助会退職共済掛金の取扱い
についての事例（３）事例（４）による。

69,319,122
203,920,662

構築物

236,670,299
6,280,417

74,800,955

計 273,239,784

7,016,100
7,016,100計

（単位：円）

1,116,363,542 879,693,243
39,991,535

4,950,000 1,567,500 3,382,500

32,609,808 29,790,487 2,819,321
98,506,577 87,688,388 10,818,189

合　　計 1,464,917,165 1,130,145,484 334,771,681

車輛運搬具
器具及び備品
ソフトウェア

33,711,118
172,495,703 97,694,748

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建物（基本財産）
建物
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